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諮問庁：資源エネルギー庁長官 

諮問日：平成２９年１２月１日（平成２９年（行情）諮問第４６８号及び同第

４６９号）及び同月２８日（平成２９年（行情）諮問第５５２号な

いし同第５５５号） 

答申日：平成３０年６月２８日（平成３０年度（行情）答申第１４５号ないし

同第１５０号） 

事件名：特定の行政文書開示決定通知書に係る決裁文書の一部開示決定に関す

る件 

特定の情報公開開示決定に関与した職員の出勤簿の一部開示決定に

関する件 

特定文書番号の補正命令書に係る決裁文書の一部開示決定に関する

件 

特定文書番号の補正命令書の決裁に関与した職員の出勤簿の一部開

示決定に関する件 

「審査請求に対する補正命令書について」（特定文書番号）に係る

決裁文書の一部開示決定に関する件 

特定の審査請求の補正命令に係る決裁に関与した職員の出勤簿の一

部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙２に掲げる文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）につき，

その一部を不開示とした各決定については，審査請求人が開示すべきとす

る部分を不開示としたことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年８月２８日付け２０１７０

７２８公開資第１号及び同第２号，同年９月１９日付け２０１７０８１８

公開資第１号及び同第２号並びに同日付け２０１７０８２１公開資第１号

及び同第２号により資源エネルギー庁長官（以下「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った各一部開示決定（以下，順に「原処分１」ないし

「原処分６」といい，併せて「原処分」という。）について，一部の取消

しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書１（平成２９年（行情）諮問第４６８号及び同第４６９
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号） 

ア 決裁文書の押印部分？及び，出勤簿の氏名部分（特定個人含む）を

開示せよ。 

イ 決裁文書の押印部分？及び，出勤簿の氏名部分（特定個人含む）は，

個人情報であっても，開示対象になる情報である。 

（２）審査請求書２及び３（平成２９年（行情）諮問第５５２号ないし同第

５５５号） 

ア 「決裁・供覧欄」の押印部分？及び，出勤簿の氏名部分を開示せよ。 

イ 当該対象文書は，公務員等の職務遂行に係る情報のため，開示対象

文書である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 事案の概要 

（１）審査請求人は，平成２９年７月２５日付け，同年８月１６日付け及び

同月１８日付けで，法４条１項の規定に基づき，処分庁に対し，別紙１

に掲げる文書１ないし文書３の各開示請求（以下，併せて「本件開示請

求」という。）を行い，処分庁は平成２９年７月２８日付け，同年８月

１８日付け及び同月２１日付けでこれを受け付けた。 

（２）本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象文書を下記２（２）のとお

り特定し，法９条１項の規定に基づき，下記３のとおり，法５条各号の

不開示情報に該当する部分を除き，原処分を行った。 

（３）これに対して，本件開示請求者である審査請求人は，行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）４条１号の規定に基づき，平成２９年９月

３日付け及び同月２６日付けで，諮問庁に対して，原処分で不開示とし

た部分のうち法５条１号本文前段及び６号柱書きに該当するため不開示

とした職員の印影部分（原処分１，３及び５）及び氏名（原処分２，４，

及び６）について，開示することを求める審査請求（以下「本件審査請

求」という。）を行った（なお，原処分で「法５条１号柱書き」に該当

するとしたのは誤りであって，「法５条１号本文前段」が正しい。）。 

（４）本件審査請求を受け，諮問庁において，原処分の妥当性につき改めて

慎重に精査したところ，本件審査請求には理由がないと認められたため， 

諮問庁による裁決で本件審査請求を棄却することにつき，情報公開・個

人情報保護審査会に諮問するものである。 

２ 審査請求に係る行政文書 

（１）概要 

本件対象文書は，法に基づく特定の開示請求に対する決定及びその通

知に係る決裁文書（原処分１），法に基づく特定の開示請求に対する決

定及びその通知に係る決裁手続に関与した職員６名の平成２９年の出勤

簿（原処分２），法に基づく特定の開示請求の開示決定に対する特定の
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審査請求書の補正命令に関する決裁文書を含む行政文書一切（原処分

３），法に基づく特定の開示請求の開示決定に対する特定の審査請求の

審査請求書の補正命令の決裁に関与した職員５名の平成２９年の出勤簿

（原処分４），法に基づく特定の開示決定に対する特定の審査請求を処

理した際の決裁文書を含む行政文書一切（原処分５）並びに法に基づく

特定の開示請求の開示決定に対する特定の審査請求に係る審査請求書の

補正命令の決裁に関与した職員５名の平成２９年の出勤簿（原処分６）

である。 

（２）本件対象文書 

処分庁は，本件開示請求を受け，別紙２に掲げる文書１ないし文書１

０の１０件の行政文書を本件対象文書として特定した。 

３ 原処分における処分庁の決定及びその理由 

（１）原処分１，原処分３及び原処分５ 

処分庁は，本件対象文書について，職員の氏名，官職名，印影，自筆

の署名及び連絡先は法５条１号本文前段及び６号柱書きに該当するため

不開示とし，開示請求者又は審査請求人の氏名，住所又は居所，連絡先

（原処分１），電話番号（原処分３及び原処分５）及び印影（原処分３

及び原処分５）について，同条１号本文前段に該当するため不開示とし，

その他の部分を開示する決定を行った。なお，「法５条１号柱書き」に

該当するという部分２箇所はいずれも，「法５条１号本文前段」に該当

するとするのが正確である。 

原処分１，原処分３及び原処分５において不開示とした部分のうち，

本件審査請求の対象となっている職員の印影の不開示理由は，次のとお

りである。なお，原処分１，原処分３及び原処分５で「法５条１号柱書

き」に該当するとしたのは誤りであって，「法５条１号本文前段」が正

しい。 

（職員の印影の不開示理由） 

非公表の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することがで

きるものであり，法５条１号本文前段に該当し，かつ「各行政機関にお

ける公務員の氏名の取扱いについて」（平成１７年８月３日情報公開に

関する連絡会議申合せ。以下「申合せ」という。）における氏名を公に

することにより，個人の権利利益を害することとなるような場合に該当

し，特段の支障の生ずるおそれがある場合と認められるため，同号ただ

し書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハにも該当しないため，不

開示とした。また，当該情報を公にすることにより，国の機関が行う事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれのあるものと認められ，法５条６

号柱書きに該当するため，不開示とした。 

（２）原処分２，原処分４及び原処分６ 
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処分庁は，本件対象文書について，職員の氏名，印影及び人事異動に

関する情報は法５条１号本文前段及び６号柱書きに該当するため不開示

とし，職員の年次休暇，病気休暇，特別休暇，欠勤及びその他休暇の取

得状況に関する部分は同条１号柱書きに該当するため不開示とし，その

他の部分を開示する原処分を行った。なお，「法５条１号柱書き」に該

当するという部分２箇所はいずれも，「法５条１号本文前段」に該当す

るとするのが正確である。 

原処分２，原処分４及び原処分６において不開示とした部分のうち，

本件審査請求の対象となっている職員の氏名の不開示理由は，次のとお

りである。なお，原処分２，原処分４及び原処分６で「法５条１号柱書

き」に該当するとしたのは誤りであって，「法５条１号本文前段」が正

しい。 

（職員の氏名の不開示理由） 

非公表の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することがで

きるものであり，法５条１号本文前段に該当し，かつ申合せにおける氏

名を公にすることにより，個人の権利利益を害することとなるような場

合に該当し，特段の支障の生ずるおそれがある場合と認められるため，

同号ただし書イに該当せず，また同号ただし書ロ及びハにも該当しない

ため，不開示とした。また，当該情報を公にすることにより，国の機関

が行う事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれのあるものと認められ，

法５条６号柱書きに該当するため，不開示とした。 

４ 審査請求人の主張 

（１）審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，本件開示請求に対し，処分庁が行った原処分

のうち，法５条１号本文前段及び６号柱書きに該当するため不開示とし

た職員の印影部分及び氏名（以下「本件不開示部分」という。）につい

て，開示することを求めるものである。 

なお，原処分で「法５条１号柱書き」に該当するとしたのは誤りであ

って，「法５条１号本文前段」が正確である。 

（２）審査請求の理由 

ア 原処分１ 

審査請求書に記載された審査請求の理由は，以下のとおりである。 

「決裁文書の押印部分は，個人情報であっても，開示対象になる情

報である。」 

イ 原処分２ 

審査請求書に記載された審査請求の理由は，以下のとおりである。 

「出勤簿の氏名部分（特定個人含む）は，個人情報であっても，開

示対象になる情報である。」 
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ウ 原処分３及び原処分５ 

審査請求書に記載された審査請求の理由は，おおむね以下のとおり

である。 

「決裁・供覧欄の押印部分は，公務員等の職務遂行に係る情報のた

め，開示対象である。」 

エ 原処分４及び原処分６ 

審査請求書に記載された審査請求の理由は，おおむね以下のとおり

である。 

「出勤簿の氏名部分は，公務員等の職務遂行に係る情報のため，開

示対象である。」 

５ 審査請求人の主張に対する検討 

（１）審査請求人の主張の法的構成 

処分庁は，本件不開示部分を，法５条１号本文前段及び６号柱書き該

当性を理由に不開示としており，本件審査請求はそれを不当であると主

張するものと思われる。そこで，原処分における本件不開示部分の法５

条１号及び６号柱書き該当性について検討する。 

（２）本件に至る経緯 

本件の検討に先立ち，原処分に至る経緯も処分庁の決定に影響を及ぼ

すものであり，検討にあたり不可欠であるため，その概要を以下に記す。 

ア 本件は，審査請求人からの別件行政文書開示請求事案（以下「別件

事案」という。）について，開示文書の中に審査請求人が求める文書

が含まれていなかったことに端を発したものである。別件事案は，原

子力発電所等における安定ヨウ素剤の事前配布方針に係る行政文書一

切を求めるものであったが，その際に審査請求人が開示を求める文書

は，方針決定の決裁文書とその決裁に関わった公務員等の出勤簿であ

り，決裁に関わった公務員等個人を刑事告訴する目的で開示請求をし

ている旨が，資源エネルギー庁担当者（以下「担当者」という。）に

電話で伝えられていた。 

イ 審査請求人は，上記別件事案に対する開示決定に不満を抱き，担当

者に対し電話にて，そのような開示決定の内容は認められない旨を訴

え，「刑事告訴するぞ」との発言を繰り返した。担当者からは，原子

力発電所等における安定ヨウ素剤の配布は内閣府の所掌に属する事務

であり，資源エネルギー庁では決裁文書を保有していない旨を口頭で

伝えたが，審査請求人は聞く耳を持たず，「お前らを刑事告訴する」

「お前らは被疑者だ」「もう話すことはないから法廷でやる」「法廷

でぶっ潰す」などの発言を繰り返した。 

ウ そして，審査請求人は，別件事案の開示決定に対する審査請求とと

もに，（ⅰ）別件事案の開示決定の決裁文書及びそれに関わった者の
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出勤簿，（ⅱ）当該審査請求の形式不備を受けて処分庁が発出した補

正命令の決裁文書及びそれに関わった者の出勤簿，（ⅲ）当該審査請

求の処理に関する決裁文書一切及びそれに関わった者の出勤簿，に関

する開示請求を立て続けに行った。これらの開示請求は，資源エネル

ギー庁の同じ部署に所属する職員の出勤簿の開示を繰り返し求めるも

のである。 

（３）法５条１号本文前段の該当性 

ア 「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」について 

「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」（申合せ）

において，各行政機関は，その所属する職員の職務遂行に係る情報

に含まれる当該職員の氏名については，特段の支障の生ずるおそれ

がある場合を除き，公にするものとされている。ここでいう特段の

支障の生ずるおそれがある場合の中には，氏名を公にすることによ

り，個人の権利利益を害することとなるような場合が含まれる。そ

して，上記取扱方針に基づき行政機関が公にするものとした職務遂

行に係る公務員の氏名については，法５条１号ただし書イに掲げる

「慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情報」

に該当することとなるとされている。 

処分庁は，本件は氏名を公にすることにより，個人の権利利益を害

することとなるような場合であり，特段の支障が生ずるおそれがあ

る場合であると判断し，ゆえにこの申合せによるところの法５条１

号ただし書イに該当しないと判断した。以下，その妥当性について

検討する。 

イ 「特段の支障」の該当事由（法５条１号ただし書イの該当性） 

本件開示請求は，上記（２）にて示したとおり，公務員個人の氏名

を把握することにより，その者を全く理由がないのに刑事告訴する

ことを目的としたものであり，それゆえに氏名を公にすることによ

り，個人の権利利益を害することになり，特段の支障の生ずるおそ

れがある場合に該当すると解するのが相当である。 

したがって，本件不開示部分は，法５条１号ただし書イに掲げる

「慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情報」

に該当しない。 

なお，上記（２）でも示したとおり，一連の開示請求は，安定ヨウ

素剤の事前配布方針の決定に関わった者の刑事告訴を行うという目

的で行われているが，安定ヨウ素剤の事前配布は処分庁の所掌に属

さず，そのことについての責任を処分庁に属する公務員が負うこと

に理由はない。 

ウ 法５条１号ただし書ロ及びハの該当性 
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本件不開示部分は，法５条１号ただし書ロ及びハにも該当しない。 

（４）法５条６号柱書きの該当性 

審査請求人は，本件審査請求を含め，過去の請求において処分庁に複

数回にわたって問合せを行った際に，電話対応した職員の説明に対して

冷静に聞く態度を全く示さず，一方的に主張をまくし立て，他業務に支

障が出る程執拗に担当者に迫り，刑事告訴する旨の発言等を繰り返した。

これは，行政事務の遂行に支障をもたらすのみならず，当該職員に対し

て危害を及ぼそうとする悪意がうかがえる。加えて，個人に関する情報

である職員の出勤簿の開示請求を複数回にわたり繰り返すことは，関係

職員に心理的圧力を与えることになるとも言える。 

このような経緯を踏まえると，本件不開示部分に記載された情報を公

にすると，関係する職員が特定され，職員の日常生活の平穏が害される

などの危害が加えられるおそれがある。また，関係する職員に対して威

圧的な電話による問合せがなされることにより，日常の行政事務の遂行

が妨げられるおそれがある。 

したがって，本件不開示部分に記載した情報は，法５条６号柱書きに

規定する「事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす」情報に該当する。 

（５）結論 

以上のとおり，本件不開示部分は，法５条１号本文前段及び６号柱書

きに該当し，当該部分を不開示とした原処分は適法なものである。 

５ 結論 

以上により，本件審査請求については何ら理由がなく，原処分の正当性

を覆すものではない。 

したがって，本件審査請求については，棄却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

① 平成２９年１２月１日  諮問の受理（平成２９年（行情）諮問第

４６８号及び同第４６９号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月１２日       審議（同上） 

④ 同月２８日       諮問の受理（平成２９年（行情）諮問第

５５２号ないし同第５５５号） 

⑤ 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑥ 平成３０年１月２９日  審議（同上） 

⑦ 同年６月１２日     本件対象文書の見分及び審議（平成２９

年（行情）諮問第４６８号，同第４６９号

及び同第５５２号ないし同第５５５号） 
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⑧ 同月２６日        平成２９年（行情）諮問第４６８号，同

第４６９号及び同第５５２号ないし同第５

５５号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙２に掲げる文書１ないし文書１０である。 

審査請求人は，本件対象文書の不開示部分のうち，処分庁の職員の印影

及び氏名（本件不開示部分）の開示を求めていると解される。 

これに対して，諮問庁は，本件不開示部分について，法５条１号本文前

段及び６号柱書きに該当するとして不開示とした原処分を妥当としている

ことから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件不開示部分の不

開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件開示請求の経緯及び

本件不開示部分を不開示とすべき理由等について改めて確認させたとこ

ろ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア 本件開示請求の経緯 

（ア）本件は，審査請求人からの別件事案について，開示文書の中に審

査請求人が求める文書が含まれていなかったことに端を発するもの

である。 

（イ）審査請求人は，別件事案に対する開示決定に不満を抱き，担当者

に対し複数回にわたり電話をかけ，そのような開示決定の内容は認

められない旨を執ように訴え，「刑事告訴するぞ」との一方的な発

言を繰り返した。担当者からは，別件事案について，処分庁におい

ては審査請求人が求める文書を保有していない旨を口頭で伝えたが，

審査請求人は聞く耳を持たず，「お前らを刑事告訴する」「お前ら

は被疑者だ」「もう話すことはないから法廷でやる」「法廷でぶっ

潰す」などの威圧的な言動を繰り返した。 

（ウ）そして，審査請求人は，別件事案の開示決定に対する審査請求と

ともに，（ⅰ）別件事案の開示決定の決裁文書及びそれに関わった

者の出勤簿，（ⅱ）当該審査請求の形式不備を受けて処分庁が発出

した補正命令の決裁文書及びそれに関わった者の出勤簿，（ⅲ）当

該審査請求の処理に関する決裁文書一切及びそれに関わった者の出

勤簿に関する開示請求を立て続けに行った。 

（エ）このように，審査請求人は，処分庁の職員の行為があたかも犯罪

に当たるかのように主張し，刑事告訴するなどと威圧的な言動を行

っており，本件審査請求において，処分庁の職員の氏名及び印影の

開示を求めていることからすると，本件開示請求の意図，目的には，



 

9 

職員に対して危害を及ぼそうとする悪意がうかがえる。したがって

本件不開示部分を公にすると，別件事案において，審査請求人の一

方的な主張が認められなかったこと等を理由に関係職員個人が逆恨

みを受け，誹謗，中傷又は攻撃の対象となる危険性があることは否

定し難い。 

イ 法５条１号該当性 

（ア）本件不開示部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する

情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当する。 

（イ）処分庁の職員は公務員であるところ，「各行政機関における公務

員の氏名の取扱いについて」（申合せ）によれば，公務員の職務遂

行に係る情報に含まれる当該公務員の氏名については，特段の支障

の生じるおそれがある場合を除き，公にするものとされており，申

合せにいう特段の支障の生ずるおそれがある場合とは，氏名を公に

することにより，法５条２号ないし６号に掲げる不開示情報を公に

することとなるような場合及び個人の権利利益を害することとなる

ような場合としている。 

（ウ）上記アの本件開示請求の経緯からすると，本件不開示部分を公に

すると，別件事案に対する開示決定等について強い不満を抱く審査

請求人により，当該職員があたかも犯罪を行ったかのようないわれ

のない誹謗，中傷又は攻撃の対象となる危険性があって，当該職員

の権利利益を害することとなるおそれがあり，申合せにいう特段の

支障の生ずるおそれがあるものと認められる。 

したがって，本件不開示部分は，法５条１号ただし書イの法令の

規定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定され

ている情報には該当せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も

認められない。さらに，本件不開示部分は，特定の個人を識別する

ことができることとなる記述であるから，法６条２項による部分開

示の余地はない。 

ウ 法５条６号該当性 

上記アの本件開示請求の経緯については，本件不開示部分を公にす

ると，関係する職員が特定され，職員の日常生活の平穏が害される

などの危害が加えられるおそれがある。また関係する職員に対して

威圧的な電話による問合せがなされることにより，日常の行政事務

の遂行が妨げられるおそれがある。 

したがって，本件不開示部分に記載した情報は，法５条６号柱書き

に規定する「事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす」情報に該

当する。 

（２）諮問庁の上記（１）の説明を踏まえ，以下，検討する。 



 

10 

ア 本件開示請求の経緯については，諮問庁の上記（１）アの説明のと

おり，別件事案を端緒として，審査請求人から，本件請求文書の開示

請求が行われたことが認められる。 

イ また，別件事案に対する開示決定に不満を抱いた審査請求人が，電

話で担当者に対し，「刑事告訴するぞ」との発言を繰り返したことや，

「お前らを刑事告訴する」「お前らは被疑者だ」「もう話すことはな

いから法廷でやる」「法廷でぶっ潰す」などの威圧的な言動を行った

との諮問庁の説明は，これを覆すに足りる事情は認められない。 

ウ 本件不開示部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であっ

て，特定の個人を識別することができるものに該当する。 

エ 本件開示請求の経緯及び審査請求人の言動を踏まえれば，本件不開

示部分を公にすると，特段の支障の生ずるおそれがあるとの諮問庁の

上記（１）イ（ウ）の説明は，これを否定し難い。そうすると，本件

不開示部分は，法５条１号ただし書イの法令の規定により又は慣行と

して公にされ，又は公にすることが予定されている情報には該当せず，

同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。さらに，特定

の個人を識別することができることとなる記述であるから，法６条２

項による部分開示の余地はない。 

オ したがって，本件不開示部分は，法５条１号の不開示情報に該当す

るため，本件不開示部分を不開示としたことは，同条６号柱書きにつ

いて判断するまでもなく，妥当である。 

３ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号及び６号

柱書きに該当するとして不開示とした各決定については，審査請求人が開

示すべきとする部分は，同条１号に該当すると認められるので，同条６号

柱書きについて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であると判

断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 本件請求文書 

 

１ 文書 ２ 諮問番号 ３ 本件請求文書 

文書１ 平成２９年（行

情）諮問第４６８

号及び同第４６９

号 

情報公開開示決定（２０１７０４０３公開資

第３号平成２９年５月８日付）の手続に関与

した公務員等の出勤簿及び，前記記載した開

示決定の決裁文書 

文書２ 平成２９年（行

情）諮問第５５２

号及び同第５５３

号 

補正命令書（２０１７０８０４公開資第１

号）（平成２９年８月９日付）に関する行政

文書一切（決裁文書及び，その決裁に関与し

た公務員等の出勤簿含む） 

文書３ 平成２９年（行

情）諮問第５５４

号及び同第５５５

号 

書留番号「特定番号」を処理した際の行政文

書一切（決裁文書及び，その決裁に関与した

公務員等の出勤簿含む） 
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別紙２ 本件対象文書 

 

１ 文書 ２ 原処分 ３ 諮問番号 ４ 本件対象文書 

文書１ 原処分１ 平 成 ２ ９ 年

（行情）諮問

第４６８号 

行政文書開示決定通知について（２

０１７０４０３公開資第３号） 

文書２ 原処分２ 平 成 ２ ９ 年

（行情）諮問

第４６９号 

情報公開開示決定（２０１７０４０

３公開資第３号 平成２９年５月８

日付）の手続に関与した職員６名の

「平成２９年出勤簿」（「特定個

人」の出勤簿含む） 

文書３ 原処分３ 平 成 ２ ９ 年

（行情）諮問

第５５２号 

審査請求に対する補正命令書につい

て（２０１７０８０４公開資第１

号） 

文書４ 原処分４ 平 成 ２ ９ 年

（行情）諮問

第５５３号 

補正命令書（２０１７０８０４公開

資第１号 平成２９年８月９日付）

の決裁に関与した職員５名の「平成

２９年出勤簿」 

文書５ 原処分５ 平 成 ２ ９ 年

（行情）諮問

第５５４号 

審査請求書（平成２９年６月７日） 

文書６ 審査請求の修正依頼書（平成２９年

７月１８日） 

文書７ 審査請求書一部訂正書（平成２９年

７月２３日） 

文書８ 審査請求に対する補正命令書につい

て（２０１７０８０４公開資第１

号） 

文書９ 補正書（平成２９年８月１２日） 

文書１０ 原処分６ 平 成 ２ ９ 年

（行情）諮問

第５５５号 

２０１７０４０３公開資第３号に対

する審査請求の補正命令の決裁に関

与した職員５名の「平成２９年出勤

簿」 

 


